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＜学芸員資格認定に関する提出先・問合せ先＞ 

   学芸員資格認定運営事務局（株式会社日本旅行内 公務法人営業部内） 

〒１６０－００１７ 

東京都新宿区左門町１６－１ 四谷ＴＮビル４階 

TEL：０３－５３６９－４５３９（平日 10:00～17:00（土日祝休み）） 

FAX：０３－３２２５－１００４ 

E-mail:gakugeiin_shikakunintei@nta.co.jp 

          

＜文化庁本件担当＞ 

文化庁企画調整課博物館振興室 

〒１００－８９５９  

東京都千代田区霞が関３－２－２ 

TEL：０３－５２５３－４１１１（内線）４７７２ 

FAX：０３－６７３４－３８２３ 

          E-mail：museum@mext.go.jp 
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Ⅰ 学芸員資格認定について         

１ 学芸員とは 

学芸員とは、博物館資料の収集、保管、展示及び調査研究その他これと関連する事

業についての専門的事項をつかさどる、博物館に置かれる専門的職員をいいます。（博

物館法第４条第３項及び同条第４項を参照。(p27)） 

 

２ 学芸員となる資格 

博物館法第５条第１項各号のいずれかに該当する者は、学芸員となる資格を有しま

す。 

 

○博物館法第５条第１項 

 一 学士の学位を有する者で、大学において文部科学省令で定める博物館に関す

る科目の単位を修得したもの 

 学士の学位を持ち、大学において「博物館に関する科目」（博物館法施行規則 

第１条を参照。(p28)）の単位を修得している者は、学芸員となる資格を既に有してい

ますので、学芸員資格認定（試験認定又は審査認定）を受験する必要はありません。 

 

 二 大学に二年以上在学し、前号の博物館に関する科目の単位を含めて六十二単

位以上を修得した者で、三年以上学芸員補の職にあつたもの 

 大学に２年以上在学し、大学において「博物館に関する科目」（博物館法施行規則

第１条を参照。(p28)）の単位を含めて６２単位以上を修得し、学芸員補の職に３年以

上あった者は、学芸員となる資格を既に有していますので、学芸員資格認定（試験認

定又は審査認定）を受験する必要はありません。 

 

 三 文部科学大臣が、文部科学省令で定めるところにより、前二号に掲げる者と

同等以上の学力及び経験を有する者と認めた者 

 「前二号に掲げる者と同等以上の学力及び経験を有する者」と認められる者は、博

物館法施行規則第３条（p28 参照）において、学芸員資格認定（試験認定又は審査認

定）の合格者と定められています。 

 

 本受験案内では、上記太枠の博物館法第５条第１項第３号に規定された学芸員資格を

取得するための「令和４年度学芸員資格認定」（試験認定又は審査認定）の出願手続に

ついて説明します。 
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３ 学芸員資格認定の実施日程等 

  「令和４年度学芸員資格認定」の実施日程は下表のとおりです。 

  なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況等によっては、日程を変更する可

能性があります。最新の情報は文化庁のウェブサイトで御確認ください。 

内   容 日   程 担 当 窓 口 等 

出願期間 

 ７月１９日（火）～ 

 ８月３１日（水） 

 （当日消印有効） 

提出先： 

学芸員資格認定運営事務局 

受験資格認定の申請期限 

         ※１ 

 ８月３１日（水） 

 （当日消印有効） 
学芸員資格認定運営事務局 

｢試験認定」試験実施日 

         ※２ 

１２月７日（水） 

１２月８日（木） 

１２月９日（金） 

会場： 

社会教育実践研究センター 

（東京都台東区上野公園12-43） 

｢審査認定」面接実施日 

（いずれか１日） ※３ 

令和５年 

１月１７日（火） 

１月１８日（水） 

１月１９日（木） 

会場： 

社会教育実践研究センター 

（東京都台東区上野公園12-43） 

受験結果の送付 令和５年３月上旬 学芸員資格認定運営事務局 

 

※１ 受験資格認定の申請は、博物館法施行規則第５条第５号又は同施行規則 

第９条第４号での受験を希望する場合に行う必要があります。（試験認定の受

験資格(p3)、審査認定の受験資格(p16)を参照。） 

※２ 「試験認定」の試験日程については、１０月末頃までに郵送にて連絡します。 

 なお、試験認定の出願者のうち、全部の試験科目について免除を受ける者 

（以下「全科目免除者」という。）は、当日の筆記試験を受験する必要はあり

ません。ただし、出願手続は必要です。 

※３ 「審査認定」の面接実施日については、１１月中旬までに郵送にて連絡しま

す。
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Ⅱ 試験認定について            

●試験認定とは 

学芸員となる資格を有する者と同等以上の学力及び経験を有していることを認定す

るため、筆記試験（必須科目８科目及び選択科目２科目）を行い、この試験に合格し

た者には、筆記試験合格証書が授与されます。筆記試験合格者が合格後１年間学芸員

補の職を経験し、文部科学大臣に認定されることにより、合格証書が授与され、学芸

員となる資格を有することになります。 

 

１ 試験認定の受験資格  

 試験認定の出願に当たって、「博物館法施行規則」第５条各号（p29参照）のどの受

験資格に該当するかを確認してください。 

 

 以下、例えば、試験認定の受験資格が博物館法施行規則第５条第１号に該当する場合、

「第５条第１号受験者」と表記します。 

 なお、複数の受験資格を有する場合は、第５条各号の１つだけを任意で選択してくだ

さい。どの受験資格であっても、試験問題及び合格後の取扱いは同一です。 

 

（注１） 

試験科目の全部について合格点を得た者（試験科目の全部について試験の免除を受け

た者を含む。）は、「筆記試験合格者」と位置付けられ、合格後１年間学芸員補の職（博

物館法第５条第２項に規定する職（p27・p38を参照）を含む。以下同じ。）に従事した

後に、文部科学大臣に認定されることにより「試験認定合格者」となります。（博物館

法施行規則第１２条を参照。(p31)） 

 

○博物館法施行規則 

第五条  次の各号のいずれかに該当する者は、試験認定を受けることができる。 

 一 学士の学位を有する者 

 二 大学に二年以上在学して六十二単位以上を修得した者で二年以上学芸員補の職

  （法第五条第二項に規定する職を含む。以下同じ。）にあつた者 

 三 教育職員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号）第二条第一項に規定する教

育職員の普通免許状を有し、二年以上教育職員の職にあつた者 

 四 四年以上学芸員補の職にあつた者 

 五 その他文部科学大臣が前各号に掲げる者と同等以上の資格を有すると認めた者 



                              試験認定  

- 4 - 

（注２） 

第５条第１号に規定する、学士の学位を有する者と同等以上の学力があると認めら

れる者には、次の者が含まれます。（詳細は博物館法施行規則第２５条を参照。(p32)） 

① 外国の大学を卒業した者  

② 専修学校の専門課程修了者（修業年限が４年以上かつ文部科学大臣が定める基準

を満たす者） 

③ 特定の省庁大学校の卒業者  

④ 学校教育法第１０２条第２項の規定により大学院に入学した者  

⑤ 大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学

力があると認めた者 

（注３） 

 第５条第２号に規定する、大学に２年以上在学し、６２単位以上を修得した者には、

次の者が含まれます。（詳細は博物館法施行規則第２６条を参照。(p32)） 

① 高等学校の専攻科の課程を修了した者のうち学校教育法第５８条の２の規定に

より大学に編入学することができる者 

② 高等専門学校を卒業した者  

③ 専修学校の専門課程を修了した者のうち学校教育法第１３２条の規定により大

学に編入学することができる者  

④ 外国において、学校教育における１４年の課程を修了した者 

⑤ その他短期大学の専攻科において、短期大学を卒業した者と同等以上の学力があ

ると認めた者 

（注４） 

 第５条第１号～第４号受験者に該当しない者は、「受験資格認定申請書」（様式５ 

(p49)）により、第５条第５号受験者として文部科学大臣の認定が必要となります。 

「受験資格認定申請」は、８月３１日（水）（当日消印有効）までに出願と併せて申請

が必要です。 
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２ 試験認定の試験科目  

試験認定は、以下の必須科目（８科目）及び選択科目（２科目）について筆記試験の

方法により行います。（博物館法施行規則第６条を参照。(p29)） 

（注１） 

試験認定は、複数年度に渡り、それぞれ１つ以上の試験科目について受験することが

可能です。 

（注２）  

大学又は文部科学大臣が定める学修において、上記の試験科目に相当する科目の単位

を修得した者又は上記の試験科目に相当する学修（「博物館法施行規則第７条第１項に

規定する学修を定める件」（平成２１年文部科学省告示第１２８号）(p37)を参照。）

を修了した者は、その願い出により、当該科目についての試験が免除されます。 

（注３） 

必須科目８科目及び選択科目２科目に相当する科目の単位を大学において既に修

得している場合又は文部科学大臣が定める学修を既に修了している場合には、当日の

筆記試験を受験することなく全科目免除者として筆記試験合格者となります。ただし、

出願手続は必要です。 

（注４） 

選択科目のうち選択できる科目は、免除を申請する科目と併せて２科目以内です。 

試 験 科 目 備  考 

必 

須 

科 

目 

  生涯学習概論 

左記科目の全科目 

  博物館概論 

博物館経営論 

  博物館資料論 

  博物館資料保存論 

  博物館展示論 

  博物館教育論 

  博物館情報・メディア論 

選 

択 

科 

目 

  文 化 史 

左記科目のうちから受験者の選択する２科目 

  美 術 史 

  考 古 学 

  民 俗 学 

  自然科学史 

  物 理 

  化 学 

  生 物 学 

  地 学 
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３ 出願期間・出願方法  

（１）出願期間 

   令和４年７月１９日(火)～令和４年８月３１日(水)(当日消印有効） 

   ＊ 出願期間を過ぎた書類は、受理しません。 

 

（２）出願方法 

   封筒の表に「学芸員資格認定（試験認定）出願書類在中」と朱書きし、「書留」

又は「簡易書留」等の配達が証明できる方法で郵送してください。(封筒記入例を

参照。(裏表紙)） 

 

４ 出願書類  

※１ 第５条第５号での受験を希望する場合は、「受験資格認定申請書」（様式５ 

(p49)）を提出してください。 

※２ 「住民票コード確認票」（様式６(p50)）を提出する場合は、戸籍抄本又は住民

票の写しの提出は不要です。 

※３ 博物館等の勤務経験が無い場合は、提出不要です。 

※４ 免除を希望する試験科目が無い場合は、提出不要です。 

※５ 全科目免除者は、１４０円切手を貼付した返信用封筒１通のみ同封してください。 

                  施行規則各号 

  提出書類 

第５条 

第１号 

第５条 

第２号 

第５条 

第３号 

第５条 

第４号 

第５条 

第５号 

（１） 試験認定出願書類チェック票 

（p39の様式） 
○ ○ ○ ○ ○ 

（２） 試験認定受験願書（p41の様式） ○ ○ ○ ○ ○ 

（３） 受験資格を証明する書類 

（p7～p9参照） 
○ ○ ○ ○ 

○ 

※１ 

（４） 履歴書（p43の様式） ○ ○ ○ ○ ○ 

（５） 戸籍抄本又は住民票の写し ※２ ○ ○ ○ ○ ○ 

（６） 写真票（p52の様式） ○ ○ ○ ○ ○ 

（７） 職務内容証明書（p47の様式） × ○ × ○ 
△ 

※３ 

（８） 試験科目免除のための証明書 ※４ ○ ○ ○ ○ ○ 

（９） 返信用封筒（２通） 

（すべての封筒に送付先を記入。 

 １４０円切手貼付のこと。） 

○ 

※５ 

○ 

※５ 

○ 

※５ 

○ 

※５ 
○ 
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（１）試験認定出願書類チェック票（p39の様式）【第５条全受験者】 

  出願に必要な書類を郵送前に必ず確認し、同封してください。 

 

（２）試験認定受験願書（別記第１号様式の１(p41)）【第５条全受験者】 

① 日付、氏名（楷書体）、氏名のふりがな、生年月日（和暦での記入をお願いし

ます。）、住所（郵便番号を含む。）を記入してください。なお、氏名の表記は、

戸籍抄本又は住民票の写しの表記と同一にしてください。 

② 受験資格に該当する号を１つだけ○で囲んでください。 

（記入例）博物館法施行規則第５条、第１号 第２号 第３号 第４号 第５号に該当 

③ 収入印紙については、１科目の受験につき１，３００円分の貼付が必要です。

例えば、２科目受験の場合は、２，６００円分の貼付が必要です。収入印紙は、

郵便局等で購入可能です。 

なお、全科目免除者として試験科目の全部の免除を受ける場合については、収

入印紙８００円分の貼付が必要です。 

＊ 新型コロナウイルス感染防止のために、令和３年度学芸員資格認定の試験当

日、以下の理由により受験自粛した者は、令和４年度に限り、手数料の納付は

不要とします。なお、医師の診断書を必ず添付してください。（レシートや処方

箋等は不可、診断書のコピーも不可。） 
ア） 試験会場での検温にて３７．５度以上の熱が確認された。 
イ） 新型コロナウイルス感染症などに罹患し治癒していない。 
ウ） 平熱の範囲を１度超える発熱がある。 
エ） 軽度であっても咳などの風邪の症状が続く。 
オ） 強いだるさ、息苦しさのいずれかの症状があって新型コロナウイルスの

感染が疑われる。 
カ） 試験実施日２週間以内に新型コロナウイルス感染症陽性者との濃厚接触

がある。 
キ） 試験実施日２週間以内に出入国制限の措置や、入国後の隔離・観察期間

を必要とされる国・地域への渡航・滞在履歴がある。 
 

（３）受験資格を証明する書類【第５条全受験者】 

  当該年度以前の受験票（原本）の提出があればその記載どおりの受験資格の証明書

として取り扱いますので、以下に掲げる証明書の提出は必要ありません。なお、受験

資格を変更する場合、初めて受験する場合又は当該年度以前の受験票を紛失した場合

等は以下の説明に従い必要な証明書を提出してください。 

  提出された証明書は、返却できません。 
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①  第５条第１号受験者は、「学士の学位を有する」こと又は「学士の学位を有

する者と同等以上の学力がある」ことの証明が必要です。「学位授与証明書」

（大学により「学位授与証明書」の発行ができない場合は卒業証明書でも可。）

を添付してください。（卒業証書の原本又はコピーは不可、証明書のコピーも

不可。） 

なお、学士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められる者は、次

の証明書を提出してください。 

ア） 外国の大学を卒業した者 

・外国の大学で取得した学位を証明する「学位授与証明書」等（卒業証書

の原本又はコピーは不可、証明書のコピーも不可。必ず日本語訳を添付

してください。） 

イ）  専修学校の専門課程修了者（修業年限４年以上かつ文部科学大臣が定め

る基準を満たす者。） 

・専修学校の専門課程を修了したことの証明書 

ウ） 特定の省庁大学校の卒業者 

・省庁大学校の卒業証明書 

       エ） 学校教育法第１０２条第２項の規定又は個別の入学資格審査による大学

院入学者 

      ・大学院入学における学力証明書 

② 第５条第２号受験者は、「大学に２年以上在学し、６２単位以上を修得した」

ことの証明書（在学年数がわかる証明書及び６２単位以上の単位修得証明書。） 

又は「大学に２年以上在学し、６２単位以上を修得した者と同等以上の学力があ

る」ことの証明書を提出し、併せて「２年以上学芸員補の職にあった」ことの証

明書（「職務内容証明書」様式３(p47)）を提出してください。 

③ 第５条第３号受験者は、「教育職員の普通免許状」を有することの証明書（「教

育職員免許状授与証明書」（p53 の様式例を参照。都道府県教育委員会で証明。

教育職員の免許状の原本又はコピーは不可。））及び「２年以上教育職員の職に

あった」ことの証明書（「勤務証明書」p54 の様式例を参照。）を提出してくだ

さい。 

④ 第５条第４号受験者は、「４年以上学芸員補の職にあった」ことの証明書（「職

務内容証明書」様式３(p47)）を提出してください。 

⑤ 第５条第１号～第４号受験者に該当しない場合は、「受験資格認定申請書」  

（様式５(p49)）により、第５条第５号受験者として文部科学大臣の認定が必要

となります。 

  なお、受験資格認定申請に必要な書類は次のとおりです。 
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ア） 受験資格認定申請書（様式５(p49)） 

イ） 履歴書（別記第２号様式(p43)） 

ウ） 受験資格があることを証明するために必要な書類（コピーは不可。） 

第５条第５号の「受験資格認定申請」は、８月３１日（水）（当日消印有効）

までに出願と併せて行ってください。 

 

（４）履歴書（別記第２号様式(p43)）【第５条全受験者】 

① 「修業期間」欄には、入学から卒業(修了)(中退)までの年月を記入してくださ

い。 

 （記入例）平成３０年４月～令和４年３月 

② 「所属官庁（会社）名」欄及び「職名」欄は、正確に記入してください。 

 （記入例）○○立○○高等学校 教諭（単に「公立学校教員」等と記入するのは不可。） 

○○県立○○博物館 学芸員補（職名は発令されたとおりに記入すること。） 

③ 「職歴」欄の「年月日」欄については、就職から離職までの年月日を記入して

ください。 

 （記入例）平成３０年４月１日～令和４年３月３１日 

④ 出願書類の内容確認の連絡等をする場合がありますので、「住所」欄に、日中

に連絡を取ることが可能な電話番号（勤務先、携帯電話等。）やメールアドレス

を記入してください。連絡が取れない場合は、出願を受理できないことがありま

す。 

 

（５）戸籍抄本又は住民票の写し（出願前６月以内に交付を受けたもの）【第５条全受

験者】 

 これらの書類は市役所等が専用紙にて発行したもののことで、その書類を更にコ

ピー機等で複製したものは無効です。 

 なお、「住民票コード確認票」（様式６(p50)）を提出する場合は、戸籍抄本又

は住民票の写しの提出は不要です。 

 ただし、改姓名をされた方で、各種証明書と現在の姓名が異なる場合は、戸籍抄

本を提出してください。 

 

（６）写真票（様式８(p52)）【第５条全受験者】 

   出願前６月以内に撮影した無帽かつ正面上半身の写真（デジタルカメラ撮影の写

真でも可。大きさは縦 4cm×横 3cm以上。）を「写真票（様式８(p52)）」の点線枠

内に貼付け、必要事項を記入の上、提出してください。 
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（７）職務内容証明書（様式３(p47)）【第５条第２号及び第４号の全受験者、第５条

第５号の受験者のうち博物館等に勤務の受験者】 

① 勤務した博物館が複数ある場合は、それぞれの博物館ごとに作成してください。 

② 「１ 在職期間等について」には、在職期間、職名（発令されたとおり正確に。）、

１週間当たりの勤務日数・勤務時間数（平均）、職務内容（具体的に詳しく。）

を記入してください。（例：勤務日数「５日」、勤務時間数「３８時間４５分」） 

③ 職務内容証明書の作成は、原則として所属長や教育委員会教育長等に依頼して

ください。 

④ １日７時間４５分・年間２２０日程度の勤務形態において、博物館又はこれに

相当する施設で学芸員補の職（学芸員補の職に相当する職又はこれと同等以上の

職として文部科学大臣が指定するものを含む。）にあった場合、１年間実務を経

験したものとみなします。 

 ＊ 常勤・非常勤の別は問いません。 

 ＊ 勤務先は博物館類似施設でも可能です。 

 

（８）試験認定の試験科目の免除 

出願に当たっては、「試験認定受験願書」（別記第１号様式の１(p41)）の「試

験の免除を受けたい試験科目名」欄に免除を希望する科目の名称を記入し、以下の

①～③に基づき免除の根拠となる証明書（コピーは不可。）を提出してください。 

① 大学における単位修得により、試験認定の試験科目の免除を希望する者は、大

学が発行する証明書類が必要です。提出の際は、発行大学の担当課の名称及び電

話番号を併せてお知らせください。 

 ア）必須科目について 

必須科目については、a)大学発行の「学芸員単位修得証明書」（博物館法施

行規則第１条に規定された科目との対応関係が把握可能なもの。p56 の様式例

を参照。）、b)大学発行の「司書単位修得証明書」（試験科目の「生涯学習概

論」が免除可となる場合があります。）、c)大学が発行する「社会教育主事単

位修得証明書」（試験科目の「生涯学習概論」が免除可となる場合があります。）

等を提出してください。 

なお、平成２４年３月３１日までに p14の「学芸員資格取得に関する単位及

び試験科目」新旧科目比較表に掲げる旧科目の単位を修得している場合、当該

科目に相当する新科目の単位を修得したとみなされ、新科目に相当する試験科

目が免除となります。 

   

イ）選択科目について 

 選択科目については、大学（省庁大学校は含まない。）が発行する「単位
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修得証明書」等（コピーは不可。）に記載された科目のうち、免除を希望す

る科目に○印を付けてください。（開封厳禁の場合は、免除を希望する科目

名を封筒裏に自書してください。） 

 なお、大学で修得した科目名と試験認定の選択科目名が異なる場合は、当

時の授業内容が把握可能な資料（シラバス等）を必ず添付してください。 

  ＊ 旧科目・新科目の区別はないため、平成２４年３月３１日以前に修得した

科目も免除が可能です。 

② 文部科学大臣が定める学修における単位修得により試験認定の試験科目の免

除を希望する者は、学修実施機関が発行する「単位修得証明書」等(コピーは不

可。)を添付してください。 

 ＊ 文部科学省が定める学修とは、a)社会教育主事講習、b)司書講習、c)文部科

学大臣が試験科目の履修に相当する水準を有すると認めた専修学校の専門課

程のうち修業年限が２年以上の学修等です。 

③ 「試験認定（筆記試験）科目合格者」は、文部科学省が発行した「受験票」、

「科目合格通知」、「科目合格証明書」のうち免除を希望するすべての科目の合

格を証明できるものを添付してください。（複数可。コピーは不可。） 

  なお、平成２４年３月３１日までに合格した科目の一部は、p14の「学芸員資

格取得に関する単位及び試験科目」新旧科目比較表により読替えが可能です。 

 ＊ 選択科目は、旧科目・新科目の区別はないため、平成２４年３月３１日以前に

合格した科目も免除が可能です。 

 

（９）返信用封筒【第５条全受験者】 

受験票等の送付用として１４０円切手を貼付した返信用封筒（角型２号 

＜Ａ４用紙が折らずに入るサイズ＞に送付先を記入したもの。）を１通、受験結果

等の送付用として１４０円切手を貼付した返信用封筒（角型２号＜Ａ４用紙が折ら

ずに入るサイズ＞に送付先を記入したもの。）を１通、併せて２通同封してくださ

い。各返信用封筒の送付先が異なる場合は、その旨を明記してください。 

また、全科目の免除を願い出る者については、受験結果等の送付用として１４０

円切手を貼付した返信用封筒（角型２号＜Ａ４用紙が折らずに入るサイズ＞に送付

先を記入したもの。）を１通のみ同封してください。 

 

（１０）試験認定合格者となるための手続について 

   試験科目の全部について合格点を得た者（試験科目の全部について試験の免除

を受けた者を含む。）である「筆記試験合格者」が「試験認定合格者」となるた

めには、合格後１年間学芸員補の職にあった後に文部科学大臣に認定されること

が必要です。１年間学芸員補の職にあった後、合格証書等の送付用として１４０
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円切手を貼付した返信用封筒（角型２号＜Ａ４用紙が折らずに入るサイズ＞）に送

付先を記入したものを１通と試験認定合格申請書（別記第３号様式（様式例 p44））

及び筆記試験合格証書の写し（原本は不可。）を同封の上、文化庁企画調整課博物

館振興室に申請を行ってください。 

※ 「１年間学芸員補の職」について 

筆記試験合格前の経験は含まれません。１日７時間４５分・年間２２０日程度

の勤務形態において、博物館又はこれに相当する施設で学芸員補の職（学芸員補

の職に相当する職又はこれと同等以上の職として文部科学大臣が指定するものを

含む。）にあった場合、１年間実務を経験したものとみなします。 

・ 常勤・非常勤等の勤務形態の別は問いません。 

・ 勤務先は博物館類似施設でも可能です。 

・ 試験認定申請書は筆記試験合格から１年後より受け付けます。 

 

（１１）経過措置について 

   平成２４年４月１日に博物館法施行規則の一部を改正する省令が施行された

ことに伴い、次のとおり、試験認定に関する経過措置を設けています。（博物館

法施行規則附則（平成２１年４月３０日文部科学省令第２２号）第７・８・１１

項(p34～p36)を参照。） 

  ① 平成２４年３月３１日以前から引き続き大学に在学している者のうち、次に掲

げる要件のいずれかに該当する者は、その願い出により、新試験科目の全部に合

格したものとみなされます。 
 ア）当該大学を卒業するまでに、旧試験科目のすべてについて、それらに相当す

る科目の単位を大学において修得していること。 
   イ）当該大学を卒業するまでに、旧試験科目のうち次に掲げるもの以外のものに

ついて、それらに相当する科目の単位を大学において修得していること。 
        a 平成２４年３月３１日以前における旧規則第７条第１項の講習等の修了に

より、当該科目についての試験を免除することとされていた旧試験科目 
      b 平成２４年３月３１日以前に受けた試験認定において、合格点を得た旧試

験科目 
    ② 平成２４年３月３１日以前から引き続き専修学校の専門課程（旧規則第７条第

１項の講習等を提供していたものに限る。以下同じ。）に在学している者のうち

次に掲げる要件のいずれかに該当する者は、その願い出により、新試験科目の全

部に合格したものとみなされます。 
ア）当該専修学校の専門課程を卒業するまでに、旧試験科目のすべてについて

それらに相当する講習等を専修学校の専門課程において修了していること。 
イ）当該専修学校の専門課程を卒業するまでに、旧試験科目のうち次に掲げる

もの以外のものについて、それらに相当する講習等を専修学校の専門課程に

おいて修了していること。 
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      a 平成２４年３月３１日以前に、大学において、当該科目に相当する科目の

単位を修得している旧試験科目 
      b 平成２４年３月３１日以前における旧規則第７条第１項の講習等の修了に

より、当該試験科目についての試験を免除することとされていた旧試験科目 
      c 平成２４年３月３１日以前に受けた試験認定において、合格点を得た旧試

験科目 

③ 平成２４年３月３１日以前から引き続き専修学校の専門課程に在籍している

者が、当該専修学校の専門課程を卒業して筆記試験合格者となった場合は、文部

科学大臣の認定を受けるに当たり、筆記試験合格者となった後から１年間学芸員

補の職にあることを要しません。 
 

※ 平成２４年４月１日に施行された博物館法施行規則を「新規則」、改正前の同規 

則を「旧規則」とし、それぞれにおいて定める試験科目を「新試験科目」、「旧試

 験科目」としています。 
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科目名 単位数 ≪読替え≫ 科目名 単位数 ≪読替え≫ 科目名 単位数

社会教育概論 １ 生涯学習概論 １

博物館経営論 １

博物館情報論 １

視聴覚教育 １ 視聴覚教育メディア論 １

教育原理 １ 教育学概論 １

※「教育学概論」は、「博物館教育論」には読み替えされませんので御注意ください。

●選択科目については、旧科目・新科目の区別はないため、修得又は合格した旧科目は免除が可能です。

-
 
1
4
 
-

２生涯学習概論

博物館概論 ２

博物館経営論 ２

博物館情報・メディア論 ２

博物館教育論 ２

博物館資料論 ２

博物館資料保存論

 昭和３０年１０月４日
 ～平成９年３月３１日

（９科目１９単位）（８科目１２単位）（５科目１０単位）

博物館学 ４

博物館実習 ３

博物館概論 ２

博物館資料論 ２

「学芸員資格取得に関する単位及び試験科目」新旧科目比較表

　平成９年４月１日
　　～平成２４年３月３１日

　　平成２４年４月１日
　　　　　　　　　～現在

博物館実習

博物館展示論

博物館実習 ３

２

３

２

※

旧科目 新科目
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５ その他  

（１） 出願様式等の電子データは文化庁のウェブサイト 

https://www.bunka.go.jp/seisaku/bijutsukan_hakubutsukan/shinko/ 
about/shikaku/1409606.html 
からダウンロード可能です。 

 

（２） １０月２８日（金）を過ぎても受験票が届かない場合は、学芸員資格認定運営

事務局に連絡してください。（全科目免除者を除く。） 

 

（３） 平成２０年度から令和３年度学芸員資格認定（試験認定）の試験問題は、文化

庁のウェブサイト 

https://www.bunka.go.jp/seisaku/bijutsukan_hakubutsukan/shinko/ 
about/shikaku/ 
からダウンロード可能です。 

なお、平成１９年度以前の過去問題集は公益財団法人日本博物館協会が市販し

ています。購入を希望される場合には下記連絡先に直接お問い合わせください。 

     公益財団法人日本博物館協会 ＴＥＬ：０３－５８３２－９１０８ 

 

（４） 虚偽若しくは不正の方法（以下「不正な行為」という。）により学芸員資格認

定を受け、又は学芸員資格認定を受けるに当たり不正な行為を行った者に対して

は、受験を停止し、既に受けた資格認定の成績を無効にするとともに、一定期間

その後の学芸員資格認定を受けることができません。 

    また、「試験認定合格者」、「筆記試験合格者」又は「筆記試験科目合格者」

に不正な行為の事実が明らかになったときは、その合格を無効にするとともに、

既に授与した又は交付した合格証書その他当該合格を証明する書類を取り上げ、

かつ、一定期間その後の学芸員資格認定を受けることができません。 

    なお、不正な行為に対する処分をしたときは、処分を受けた者の氏名及び住所

を官報に公告します。（博物館法施行規則第１７条を参照。(p32)） 

 

（５） 受験結果は令和５年３月に郵送にて連絡します。 

 なお、合格証書の再発行が必要な場合や、勤務先への提出等の理由により合格

証明書が必要な場合は、必要な書類の「交付申請書」(p57～p59)に収入印紙 

（７００円分）を貼り、必要事項を記入の上、１４０円切手を貼付した返信用封

筒１通を同封し、文化庁企画調整課博物館振興室に申請してください。 

 

（６） 身体に障害のある方は、出願の際に障害の程度及び個別対応の必要の有無等を

お知らせください。 
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Ⅲ 審査認定について            

●審査認定とは 

学芸員となる資格を有する者と同等以上の学力及び経験を有していることを認定す

るため、「博物館に関する『学識』及び『業績』」（博物館に関する著書、論文、報

告、展示、講演、その他の実務経験等。）を書類審査の方法により審査し、加えて学芸

員としての意欲、態度及び向上心を確認するための面接を行います。これらすべての

審査に合格した者には合格証書が授与され、学芸員となる資格を有することになりま

す。 

 

１ 審査認定の受験資格  

審査認定の出願に当たって、「博物館法施行規則」第９条各号のどの受験資格に該

当するかを確認してください。 

○博物館法施行規則 

第九条 次の各号のいずれかに該当する者は、審査認定を受けることができる。 

 一 学位規則（昭和二十八年文部省令第九号）による修士若しくは博士の学位又

は専門職学位を有する者であつて、二年以上学芸員補の職にあつた者 

 二 大学において博物館に関する科目（生涯学習概論を除く。）に関し二年以上

教授、准教授、助教又は講師の職にあつた者であつて、二年以上学芸員補の職

にあつた者 

 三 次のいずれかに該当する者であつて都道府県の教育委員会の推薦する者 

  イ 学士の学位を有する者であつて、四年以上学芸員補の職にあつた者 

  ロ 大学に二年以上在学し、六十二単位以上を修得した者であつて、六年以上

学芸員補の職にあつた者 

  ハ 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第九十条第一項の規定により 

大学に入学することのできる者であつて、八年以上学芸員補の職にあつた者 

  ニ その他十一年以上学芸員補の職にあつた者 

 四 その他文部科学大臣が前各号に掲げる者と同等以上の資格を有すると認めた

  者 

 

 以下、例えば、審査認定の受験資格が博物館法施行規則第９条第１号に該当する場合、

「第９条第１号受験者」と表記します。 

 なお、複数の受験資格を有する場合は、第９条各号の１つだけを任意で選択してくだ

さい。どの受験資格であっても、合格後の取扱いは同一です。 
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（注１） 

「学芸員補の職に相当する職又はこれと同等以上の職として文部科学大臣が指定す

るもの」は、「学芸員補の職と同等以上の職の指定」（平成８年文部省告示第１５１号）

により指定されています。（「学芸員補の職と同等以上の職の指定」を参照。(p38)） 

（注２） 

 第９条第１号に規定する修士の学位を有する者には、次の者が含まれます。（詳細は

博物館法施行規則第２７条を参照。(p32)) 

 ① 外国において修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者  

② 大学院において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有す

る者と同等以上の学力があると認めた者で、２４歳に達した者 

（注３） 

第９条第１号に規定する博士の学位を有する者には、次の者が含まれます。（詳細は

博物館法施行規則第２８条を参照。(p33)） 

 ① 外国において博士の学位に相当する学位を授与された者 

（注４） 

 第９条第３号ロに規定する大学に２年以上在学し、６２単位以上を修得した者には、 

次の者が含まれます。（詳細は博物館法施行規則第２６条を参照。(p32)） 

① 高等学校の専攻科の課程を修了した者のうち学校教育法第５８条の２の規定に

より大学に編入学することができる者 

② 高等専門学校を卒業した者  

③ 専修学校の専門課程を修了した者のうち学校教育法第１３２条の規定により大

学に編入学することができる者 

④ 外国において、学校教育における１４年の課程を修了した者 

⑤ その他短期大学の専攻科において、短期大学を卒業した者と同等以上の学力があ

ると認めた者 

（注５） 

第９条第１号～第３号受験者に該当しない者は、「受験資格認定申請書」（様式５ 

(p49)）により、第９条第４号受験者として文部科学大臣の認定が必要となります。「受

験資格認定申請」は、８月３１日（水）（当日消印有効）までに出願と併せて申請が必

要です。 
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２ 出願期間・出願方法  

（１）出願期間 

   令和４年７月１９日(火)～令和４年８月３１日(水)(当日消印有効） 

   ＊ 出願期間を過ぎた書類は、受理しません。 

 

（２）出願方法 

   封筒の表に「学芸員資格認定（審査認定）出願書類在中」と朱書きし、「書留」

又は「簡易書留」等の配達の証明できる方法で郵送してください。（封筒記入例を

参照。(裏表紙)） 

 

３ 出願書類  

                       施行規則各号 

  提出書類 

 第９条 

 第１号   

 第９条 

 第２号   

 第９条 

 第３号   

 第９条 

 第４号   

（１） 審査認定出願書類チェック票 

（p40の様式） 
○ ○ ○ ○ 

（２） 審査認定受験願書（p42の様式） ○ ○ ○ ○ 

（３） 受験資格を証明する書類 

（p19・20参照） 
○ ○ 

○ 
※１ 

○ 
※２ 

（４） 履歴書（p43の様式） ○ ○ ○ ○ 

（５） 戸籍抄本又は住民票の写し ※３ ○ ○ ○ ○ 

（６） 写真票（p52の様式） ○ ○ ○ ○ 

（７） 審査認定受験者調書（p45・46の様式） ○ ○ ○ ○ 

（８） 職務内容証明書（p47の様式） ○ ○ ○ ○ 

（９） 施設概要（p48の様式） ○ ○ ○ ○ 

（10） 返信用封筒（２通） 

（すべての封筒に送付先を記入。 

 １４０円切手貼付のこと。） 

○ ○ ○ ○ 

※１ 第９条第３号での受験を希望する場合は、「都道府県教育委員会推薦書」  

（様式７(p51)）を必ず提出してください。 

※２ 第９条第４号での受験を希望する場合は、「受験資格認定申請書」（様式５ 

(p49)）を提出してください。 

※３ 「住民票コード確認票」（様式６(p50)）を提出する場合は、戸籍抄本又は住民

票の写しの提出は不要です。 
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（１）審査認定出願書類チェック票（p40の様式）【第５条全受験者】 

   出願に必要な書類を郵送前に必ず確認し、同封してください。 

 

（２）審査認定受験願書（別記第１号様式の２(p42)）【第９条全受験者】 

① 日付、氏名（楷書体）、氏名のふりがな、生年月日（和暦での記入をお願いし

ます。）、住所（郵便番号を含む。）を記入してください。なお、氏名の表記は、

戸籍抄本又は住民票の写しの表記と同一にしてください。 

  ② 受験資格に該当する号を１つだけ○で囲んでください。 

    （記入例）博物館法施行規則第９条、第１号 第２号 第３号 第４号に該当 

    ③ 収入印紙については、３，８００円分の貼付が必要です。収入印紙は、郵便 

局等で購入可能です。 

＊ 新型コロナウイルス感染防止のために、令和３年度学芸員資格認定の面接当

日、以下の理由により受験自粛した者は、令和４年度に限り、手数料の納付は

不要とします。なお、医師の診断書を必ず添付してください。（レシートや処方

箋等は不可、診断書のコピーも不可。） 
ア） 面接会場での検温にて３７．５度以上の熱が確認された。 
イ） 新型コロナウイルス感染症などに罹患し治癒していない。 
ウ） 平熱の範囲を１度超える発熱がある。 
エ） 軽度であっても咳などの風邪の症状が続く。 
オ） 強いだるさ、息苦しさのいずれかの症状があって新型コロナウイルスの

感染が疑われる。 
カ） 面接実施日２週間以内に新型コロナウイルス感染症陽性者との濃厚接触

がある。 
キ） 面接実施日２週間以内に出入国制限の措置や、入国後の隔離・観察期間

を必要とされる国・地域への渡航・滞在履歴がある。 
 

（３）受験資格を証明する書類【第９条全受験者】 

   当該年度以前の受験票（原本）の提出があれば、その記載どおりの受験資格の証

明書として取り扱いますので、以下に掲げる証明書の提出は必要ありません。（職

務内容証明書を除く。）なお、受験資格を変更する場合、初めて受験する場合又は

過年度の受験票を紛失した場合等は、以下の説明に従い必要な証明書を提出してく

ださい。 

   提出された証明書は、返却できません。 

① 第９条第１号受験者は、「修士若しくは博士の学位又は専門職学位を有する」

こと又は「修士若しくは博士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の学

力がある」ことの証明書（「学位授与証明書」や「修了証明書」等）を提出し、
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併せて「２年以上学芸員補の職（博物館法第５条第２項に規定する職を含む。

以下同じ。）にあった」ことの証明書（「職務内容証明書」様式３(p47)）を提

出してください。（証明書のコピーは不可。） 

 外国において取得した学位を証明する場合は、「学位授与証明書」や「修了証

明書」等を提出してください。（証明書のコピーは不可。必ず日本語訳も添付し

てください。） 

② 第９条第２号受験者は、「大学において博物館に関する科目（p28 参照。生涯

学習概論を除く。）に関し２年以上教授、准教授、助教又は講師の職にあった」

ことの証明書（「勤務証明書」（p55の様式例を参照。））、担当科目の名称や

内容が把握可能な資料（シラバスや学芸員養成課程の要項等。資料が外国語の場

合は、必ず日本語訳を添付してください。）、「２年以上学芸員補の職（博物館

法第５条第２項に規定する職を含む。以下同じ。）にあった」ことの証明書（「職

務内容証明書」様式３(p47)）のすべてを提出してください。 

③ 第９条第３号受験者は、「学芸員補の職にあった」ことの証明書（「職務内容

証明書」様式３(p47)）及び「都道府県教育委員会推薦書」（様式７(p51)）の提

出が必要です。都道府県教育委員会の推薦手続については、各都道府県教育委員

会に直接お問い合わせください。 

④ 第９条第１号～第３号受験者に該当しない場合は、「受験資格認定申請書」 

 （様式５(p49)）により、第９条第４号受験者として文部科学大臣の認定が必要と

なります。 

  なお、受験資格認定申請に必要な書類は次のとおりです。 

ア） 受験資格認定申請書（様式５(p49)） 

イ） 履歴書（別記第２号様式(p43)） 

ウ） 受験資格があることを証明するために必要な書類（コピーは不可。） 

第９条第４号の「受験資格認定申請」は、８月３１日（水）（当日消印有効）

までに出願と併せて行ってください。 

 

（４）履歴書（別記第２号様式(p43)）【第９条全受験者】 

① 「修業期間」欄には、入学から卒業(修了)(中退)までの年月を記入してください。 

 （記入例）平成３０年４月～令和４年３月 

② 「所属官庁（会社）名」欄及び「職名」欄は正確に記入してください。 

 （記入例）○○立○○高等学校 教諭（単に「公立学校教員」等と記入するのは不可。） 

○○県立○○博物館 学芸員補（職名は発令されたとおりに記入すること。） 

③ 「職歴」欄の「年月日」欄には、就職から離職までの年月日を記入してください。 

 （記入例）平成３０年４月１日～令和４年３月３１日 
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④ 出願書類の内容確認の連絡をする場合がありますので、「住所」欄に、昼間に

連絡を取ることが可能な電話番号（勤務先、携帯電話等。）やメールアドレスを

記入してください。連絡が取れない場合は、出願を受理できないことがあります。 

 

（５）戸籍抄本又は住民票の写し（出願前６月以内に交付を受けたもの）【第９条全受

験者】 

   これらの書類は市役所等が専用紙にて発行したもののことで、その書類を更にコ

ピー機等で複製したものは無効です。 

   なお、「住民票コード確認票」（様式６(p50)）を提出する場合は、戸籍抄本又

は住民票の写しの提出は不要です。 

   ただし、改姓名をされた方で、各種証明書と現在の姓名が異なる場合は、戸籍抄

本を提出してください。 

 

（６）写真票（様式８(p52)）【第９条全受験者】 

   出願前６月以内に撮影した無帽かつ正面上半身の写真（デジタルカメラ撮影の写

真でも可。大きさは縦 4cm×横 3cm以上。）を「写真票（様式８(p52)）」の点線枠

内に貼付け、必要事項を記入の上、提出してください。 

 

（７）審査認定受験者調書（様式１(p45)、様式２(p46)）【第９条全受験者】 

① 受験者調書は、文書作成ソフトで作成する等、読みやすいものを作成してくだ

さい。年月日は和暦で記入してください。 

  ② 「No.」欄には、何も記入しないでください。 

③ 氏名（楷書体）、氏名のふりがな、勤務先・職名等を記入してください。 

④ 「受験資格」欄は、該当する号を○で囲んでください。（「審査認定受験願書」

（別記第１号様式の２(p42)）の「受験資格」欄で指定した号と同一にしてくだ

さい。） 

（記入例） 第９条第１号受験者の場合   

博物館法施行規則第９条、第１号 第２号 第３号 第４号 

⑤ 「面接方式」の欄は、対面又はオンラインのうち、いずれか希望する方式を○

で囲んでください。 

⑥ 「専門分野」の欄は、選択肢の中から一番近い分野を○で囲んでください。該

当する分野がない場合は、その他に記入してください。 

⑦  「学位・学歴等」欄は、次のように記入してください。 

 （記入例） 

○○博士（○○大学）平成２８年３月 

○○大学大学院○○研究科博士課程○○専攻 平成２５年４月～平成２８年３月修了 
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  ⑧ 「博物館関係の経験年数」欄は、次のように記入してください。（博物館関係

以外の経験については記入しないこと。） 

（記入例） 

○○県立○○博物館学芸員補 平成３０年４月１日～令和３年７月１日 ３年３月 

⑨ 「博物館関係の業績」欄は、著書・論文・報告書等を具体的かつ簡潔に記入し

てください。また、職務の内容等についても、具体的に記入してください。 

なお、著作物等、事業等、講演、その他業績の詳細については、「審査認定受

験者調書」（様式２(p46)）に記入してください。 

⑩ 「審査認定受験者調書」（様式２(p46)）の記入に当たっては、自身が関与し

た部分や内容が明確となるよう配慮してください。調書の枚数に制限はありませ

んが、審査の都合上、できるだけ簡潔に要点をまとめてください。 

ア） 「著作物等」欄 

著書、論文、研究報告、報告書、図録、年報、広報誌、パンフレット等の別

に記入してください。 

イ） 「講演・研究発表等」欄 

講演、講義、研究発表、教育普及活動等の別に記入してください。 

ウ） 「展示事業等」欄 

企画展示、常設展示等の別に記入してください。また主担か副担かについ

ても事業ごとに記載してください。 

エ） 「その他業績」欄 

収集、保管、調査研究等、活動分野を明示した上で、自身が何を行ったか

を具体的に記入してください。（活動の名称、時間、場所、内容、成果、担

当部分、その他特記事項等。） 

 オ） 添付資料 

       「審査認定受験者調書」（様式２(p46)）に記入した業績に関する根拠資料

の添付については、次のことに留意してください。 

・ 添付資料の分量については、その他の出願書類とあわせて角型２号（Ａ

４が入るサイズ）の封筒に収まる範囲内のものとしてください。 

・ 資料は原則Ａ４用紙に片面印刷したものを提出してください。 

・ 提出された資料は返却できませんので、貴重な資料については、コピー

等を提出してください。 

・ 各添付資料には氏名を明記し、順番どおりにファイル等に挟んでタック

ラベルや付箋紙等で添付資料番号を付す等、整理の上、提出してください。 

⑪ 上記⑩の指示は、記入すべき内容のすべてを拘束するものではありませんので、

適宜工夫の上、見やすいものを作成してください。 
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なお、該当する事項がない場合は、すべての記入欄を設ける必要はありません。 

（８）職務内容証明書（様式３(p47)）【第９条全受験者】 

① 勤務した博物館が複数ある場合は、それぞれの博物館ごとに作成してください。 

② 「１ 在職期間等について」には、在職期間、職名（発令されたとおり正確に。）、

１週間当たりの勤務日数・勤務時間数（平均）、職務内容（具体的に詳しく。）

を記入してください。（例：勤務日数「５日」、勤務時間数「３８時間４５分」） 

③ 職務内容証明書の作成は、原則として所属長や教育委員会教育長等に依頼して

ください。 

④ １日７時間４５分・年間２２０日程度の勤務形態において、博物館又はこれに

相当する施設で学芸員補の職（学芸員補の職に相当する職又はこれと同等以上の

職として文部科学大臣が指定するものを含む。）にあった場合、１年間実務を経

験したものとみなします。 

 ＊ 常勤・非常勤の別は問いません。 

 ＊ 勤務先は博物館類似施設でも可能です。 

 

（９）施設概要（様式４(p48)）【第９条全受験者】 

「職務内容証明書」（様式３(p47)）の提出者は、それぞれの博物館ごとに、その

館についての「施設概要」（様式４(p48)）を提出してください。 

 

（１０）返信用封筒【第９条全受験者】 

面接日程等の送付用として１４０円切手を貼付した返信用封筒（角型２号 

＜Ａ４用紙が折らずに入るサイズ＞に送付先を記入したもの。）を１通、受験結果

等の送付用として１４０円切手を貼付した返信用封筒（角型２号＜Ａ４用紙が折ら

ずに入るサイズ＞に送付先を記入したもの。）を１通、併せて２通同封してくださ

い。 
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４ 面接について  

書類審査を合格した者に対して、学芸員としての意欲、態度及び向上心等を確認する

ための面接を以下の日程で実施します。 

 対面又はオンライン（※）いずれかで実施しますので、希望する方式を審査認定受験

者調書（様式１(p45)）に必ず記入してください。どちらを選択しても有利不利はあり

ません。 

 

（１）面接実施日 

令和５年１月１７日（火）～１月１９日（木）（いずれか１日を文化庁が指定） 

 

（２）留意事項 

① 面接方式については、面接実施日が決定した後は原則変更できません。 

② 書類審査の結果は、令和４年１１月２１日（月）までに通知します。書類審査

合格者にはあわせて面接実施日を通知しますが、この日を過ぎても連絡がない場

合は、学芸員資格認定運営事務局に連絡してください。 

③ オンライン面接の希望者には面接実施日の通知以降、別途詳細を連絡します。 

④ オンラインでの面接を希望する場合、面接実施日が上記（１）以外の日程にな

る可能性があります。 

 

※ オンラインでの面接について 

・ 使用するアプリケーションは『Webex』または『Zoom』を予定しています。 

・ 使用する端末やインターネット環境等は、受験者の責任において準備してくださ

い。通信費等の費用も受験者の負担となりますので、御了承ください。 

・ 接続不良等で面接が正常に実施できない場合の振替措置はありません。 

・ 希望者には面接実施日の前に接続テストを行う予定です。 
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５ その他  

（１） 出願様式等の電子データは文化庁のウェブサイト 

https://www.bunka.go.jp/seisaku/bijutsukan_hakubutsukan/shinko/ 
about/shikaku/1409606.html 
からダウンロード可能です。 

 

（２） 虚偽若しくは不正の方法（以下「不正な行為」という。）により学芸員資格認

定を受け、又は学芸員資格認定を受けるに当たり不正な行為を行った者に対して

は、受験を停止し、既に受けた資格認定の成績を無効にするとともに、一定期間

その後の学芸員資格認定を受けることができません。 

    また、「審査認定合格者」に不正な行為の事実が明らかになったときは、その

合格を無効にするとともに、既に授与した又は交付した合格証書その他当該合格

を証明する書類を取り上げ、かつ、一定期間その後の学芸員資格認定を受けるこ

とができません。 

    なお、不正な行為に対する処分をしたときは、処分を受けた者の氏名及び住所

を官報に公告します。（博物館法施行規則第１７条を参照。(p32)） 

 

（３） 面接実施後の受験結果は、令和５年３月に郵送にて連絡します。 

 なお、合格証書の再発行が必要な場合や、勤務先への提出等の理由により合格

証明書が必要な場合は、必要な書類の「交付申請書」(p57・p58)に収入印紙 

（７００円分）を貼り、必要事項を記入の上、１４０円切手を貼付した返信用封

筒１通を同封し、文化庁企画調整課博物館振興室に申請してください。 

 

（４） 身体に障害のある方は、出願の際に障害の程度及び個別対応の必要の有無等を

お知らせください。
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Ⅳ 学芸員資格認定関係法令        

 

１ 博物館法（昭和２６年法律第２８５号）（抄） 

（定義）  

第二条  この法律において「博物館」とは、歴史、芸術、民俗、産業、自然科学等に関する資料を収集し、

保管（育成を含む。以下同じ。）し、展示して教育的配慮の下に一般公衆の利用に供し、その教養、調査

研究、レクリエーション等に資するために必要な事業を行い、あわせてこれらの資料に関する調査研究を

することを目的とする機関（社会教育法による公民館及び図書館法 （昭和二十五年法律第百十八号）に

よる図書館を除く。）のうち、地方公共団体、一般社団法人若しくは一般財団法人、宗教法人又は政令で

定めるその他の法人（独立行政法人（独立行政法人通則法 （平成十一年法律第百三号）第二条第一項

に規定する独立行政法人をいう。第二十九条において同じ。）を除く。）が設置するもので次章の規定に

よる登録を受けたものをいう。  

２  この法律において、「公立博物館」とは、地方公共団体の設置する博物館をいい、「私立博物館」とは、

一般社団法人若しくは一般財団法人、宗教法人又は前項の政令で定める法人の設置する博物館をい

う。  

３  この法律において「博物館資料」とは、博物館が収集し、保管し、又は展示する資料（電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができない方式で作られた記録をいう。）を

含む。）をいう。  

（博物館の事業）  

第三条  博物館は、前条第一項に規定する目的を達成するため、おおむね次に掲げる事業を行う。  

一  実物、標本、模写、模型、文献、図表、写真、フィルム、レコード等の博物館資料を豊富に収集し、

保管し、及び展示すること。  

二  分館を設置し、又は博物館資料を当該博物館外で展示すること。  

三  一般公衆に対して、博物館資料の利用に関し必要な説明、助言、指導等を行い、又は研究室、実

験室、工作室、図書室等を設置してこれを利用させること。  

四  博物館資料に関する専門的、技術的な調査研究を行うこと。  

五  博物館資料の保管及び展示等に関する技術的研究を行うこと。  

六  博物館資料に関する案内書、解説書、目録、図録、年報、調査研究の報告書等を作成し、及び頒

布すること。  

七  博物館資料に関する講演会、講習会、映写会、研究会等を主催し、及びその開催を援助すること。  

八  当該博物館の所在地又はその周辺にある文化財保護法 （昭和二十五年法律第二百十四号）の適

用を受ける文化財について、解説書又は目録を作成する等一般公衆の当該文化財の利用の便を図

ること。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%6c%96%40%93%f1%81%5a%8e%b5&REF_NAME=%8e%d0%89%ef%8b%b3%88%e7%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%88%ea%94%aa&REF_NAME=%90%7d%8f%91%8a%d9%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%88%ea%96%40%88%ea%81%5a%8e%4f&REF_NAME=%93%c6%97%a7%8d%73%90%ad%96%40%90%6c%92%ca%91%a5%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%88%ea%96%40%88%ea%81%5a%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%88%ea%96%40%88%ea%81%5a%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%88%ea%8e%6c&REF_NAME=%95%b6%89%bb%8d%e0%95%db%8c%ec%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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九  社会教育における学習の機会を利用して行つた学習の成果を活用して行う教育活動その他の活

動の機会を提供し、及びその提供を奨励すること。  

十  他の博物館、博物館と同一の目的を有する国の施設等と緊密に連絡し、協力し、刊行物及び情報

の交換、博物館資料の相互貸借等を行うこと。  

十一  学校、図書館、研究所、公民館等の教育、学術又は文化に関する諸施設と協力し、その活動を

援助すること。  

２  博物館は、その事業を行うに当つては、土地の事情を考慮し、国民の実生活の向上に資し、更に学校

教育を援助し得るようにも留意しなければならない。  

（館長、学芸員その他の職員）  

第四条  博物館に、館長を置く。  

２  館長は、館務を掌理し、所属職員を監督して、博物館の任務の達成に努める。  

３  博物館に、専門的職員として学芸員を置く。  

４  学芸員は、博物館資料の収集、保管、展示及び調査研究その他これと関連する事業についての専門

的事項をつかさどる。  

５  博物館に、館長及び学芸員のほか、学芸員補その他の職員を置くことができる。  

６  学芸員補は、学芸員の職務を助ける。  

（学芸員の資格）  

第五条  次の各号のいずれかに該当する者は、学芸員となる資格を有する。  

一  学士の学位を有する者で、大学において文部科学省令で定める博物館に関する科目の単位を修

得したもの  

二  大学に二年以上在学し、前号の博物館に関する科目の単位を含めて六十二単位以上を修得した

者で、三年以上学芸員補の職にあつたもの  

三  文部科学大臣が、文部科学省令で定めるところにより、前二号に掲げる者と同等以上の学力及び

経験を有する者と認めた者  

２  前項第二号の学芸員補の職には、官公署、学校又は社会教育施設（博物館の事業に類する事業を行

う施設を含む。）における職で、社会教育主事、司書その他の学芸員補の職と同等以上の職として文部

科学大臣が指定するものを含むものとする。  

（登録）  

第十条  博物館を設置しようとする者は、当該博物館について、当該博物館の所在する都道府県の教育

委員会に備える博物館登録原簿に登録を受けるものとする。  

（博物館に相当する施設）  

第二十九条  博物館の事業に類する事業を行う施設で、国又は独立行政法人が設置する施設にあつて

は文部科学大臣が、その他の施設にあつては当該施設の所在する都道府県の教育委員会が、文部科

学省令で定めるところにより、博物館に相当する施設として指定したものについては、第二十七条第二項

の規定を準用する。  
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２ 博物館法施行規則（昭和３０年文部省令第２４号）（抄） 

 

第一章 博物館に関する科目の単位  

 

（博物館に関する科目の単位）  

第一条 博物館法（昭和二十六年法律第二百八十五号。以下「法」という。）第五条第一項第一

号に規定する博物館に関する科目の単位は、次の表に掲げるものとする。 

科           目 単 位 数 

生涯学習概論 二 

博物館概論 二 

博物館経営論 二 

博物館資料論 二 

博物館資料保存論 二 

博物館展示論 二 

博物館教育論 二 

博物館情報・メディア論 二 

博物館実習 三 

２ 博物館に関する科目の単位のうち、すでに大学において修得した科目の単位又は第六条第三

項に規定する試験科目について合格点を得ている科目は、これをもつて、前項の規定により修

得すべき科目の単位に替えることができる。  

（博物館実習）  

第二条 前条に掲げる博物館実習は、博物館（法第二条第一項に規定する博物館をいう。以下同

じ。）又は法第二十九条の規定に基づき文部科学大臣若しくは都道府県の教育委員会の指定し

た博物館に相当する施設（大学においてこれに準ずると認めた施設を含む。）における実習に

より修得するものとする。  

２ 博物館実習には、大学における博物館実習に係る事前及び事後の指導を含むものとする。  

    

第二章 学芸員の資格認定  

 

（資格認定）  

第三条 法第五条第一項第三号の規定により学芸員となる資格を有する者と同等以上の学力及び

経験を有する者と認められる者は、この章に定める試験認定又は審査認定（以下「資格認定」

という。）の合格者とする。  

（資格認定の施行期日等）  

第四条 資格認定は、毎年少なくとも各一回、文部科学大臣が行う。  
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２ 資格認定の施行期日、場所及び出願の期限等は、あらかじめ、官報で公告する。ただし、特

別の事情がある場合には、適宜な方法によつて公示するものとする。  

（試験認定の受験資格）  

第五条 次の各号のいずれかに該当する者は、試験認定を受けることができる。  

一 学士の学位を有する者  

二 大学に二年以上在学して六十二単位以上を修得した者で二年以上学芸員補の職（法第五条

第二項に規定する職を含む。以下同じ。）にあつた者  

三 教育職員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号）第二条第一項に規定する教育職員の普

通免許状を有し、二年以上教育職員の職にあつた者  

四 四年以上学芸員補の職にあつた者  

五 その他文部科学大臣が前各号に掲げる者と同等以上の資格を有すると認めた者  

（試験認定の方法及び試験科目）  

第六条 試験認定は、大学卒業の程度において、筆記の方法により行う。  

２ 試験認定は、二回以上にわたり、それぞれ一以上の試験科目について受けることができる。  

３ 試験科目は、次表に定めるとおりとする。 

試 験 科 目 試験認定の必要科目 

必須科目 生涯学習概論 上記科目の全科目 

博物館概論 

博物館経営論 

博物館資料論 

博物館資料保存論 

博物館展示論 

博物館教育論 

博物館情報・メディア論 

選択科目 文化史 上記科目のうちから受験者の選択する二科目 

美術史 

考古学 

民俗学 

自然科学史 

物理 

化学 

生物学 

地学 
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（試験科目の免除）  

第七条 大学において前条に規定する試験科目に相当する科目の単位を修得した者又は文部科学

大臣が別に定めるところにより前条に規定する試験科目に相当する学修を修了した者に対して

は、その願い出により、当該科目についての試験を免除する。  

（審査認定の受験資格）  

第九条 次の各号のいずれかに該当する者は、審査認定を受けることができる。  

一 学位規則（昭和二十八年文部省令第九号）による修士若しくは博士の学位又は専門職学位

を有する者であつて、二年以上学芸員補の職にあつた者  

二 大学において博物館に関する科目（生涯学習概論を除く。）に関し二年以上教授、准教

授、助教又は講師の職にあつた者であつて、二年以上学芸員補の職にあつた者  

三 次のいずれかに該当する者であつて、都道府県の教育委員会の推薦する者 

イ 学士の学位を有する者であつて、四年以上学芸員補の職にあつた者 

ロ 大学に二年以上在学し、六十二単位以上を修得した者であつて、六年以上学芸員補の職

にあつた者 

ハ 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第九十条第一項の規定により大学に入学す

ることのできる者であつて、八年以上学芸員補の職にあつた者 

ニ その他十一年以上学芸員補の職にあつた者 

四 その他文部科学大臣が前各号に掲げる者と同等以上の資格を有すると認めた者  

（審査認定の方法）  

第十条 審査認定は、次条の規定により願い出た者について、博物館に関する学識及び業績を審

査して行うものとする。  

（受験の手続）  

第十一条 資格認定を受けようとする者は、受験願書（別記第一号様式により作成したもの）に

次に掲げる書類等を添えて、文部科学大臣に願い出なければならない。この場合において、住

民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）第三十条の七第三項の規定により同法第三十条

の五第一項に規定する本人確認情報の提供を受けて文部科学大臣が資格認定を受けようとする

者の氏名、生年月日及び住所を確認することができるときは、第三号に掲げる住民票の写しを

添付することを要しない。  

一 受験資格を証明する書類  

二 履歴書（別記第二号様式により作成したもの）  

三 戸籍抄本又は住民票の写し（いずれも出願前六月以内に交付を受けたもの）  

四 写真（出願前六月以内に撮影した無帽かつ正面上半身のもの）  

２ 前項に掲げる書類は、やむを得ない事由があると文部科学大臣が特に認めた場合において

は、他の証明書をもつて代えることができる。  

３ 第七条の規定に基づき試験認定の試験科目の免除を願い出る者については、その免除を受け

る資格を証明する書類を提出しなければならない。  

４ 審査認定を願い出る者については、第一項各号に掲げるもののほか、次に掲げる資料又は書

類を提出しなければならない。  
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一 第九条第一号又は同条第二号により出願する者にあつては、博物館に関する著書、論

文、報告等  

二 第九条第三号により出願する者にあつては、博物館に関する著書、論文、報告等又は博

物館に関する顕著な実績を証明する書類  

三 第九条第四号により出願する者にあつては、前二号に準ずる資料又は書類  

（試験認定合格者）  

第十二条 試験科目（試験科目の免除を受けた者については、その免除を受けた科目を除く。）

の全部について合格点を得た者（試験科目の全部について試験の免除を受けた者を含む。以下

「筆記試験合格者」という。）であつて、一年間学芸員補の職にあつた後に文部科学大臣が認

定した者を試験認定合格者とする。  

２ 筆記試験合格者が試験認定合格者になるためには、試験認定合格申請書（別記第三号様式に

よるもの）を文部科学大臣に提出しなければならない。  

（審査認定合格者）  

第十三条 第十条の規定による審査に合格した者を審査認定合格者とする。  

（合格証書の授与等）  

第十四条 試験認定合格者及び審査認定合格者に対しては、合格証書（別記第四号様式によるも

の）を授与する。  

２ 筆記試験合格者に対しては、筆記試験合格証書（別記第五号様式によるもの）を授与する。  

３ 合格証書を有する者が、その氏名を変更し、又は合格証書を破損し、若しくは紛失した場合 

において、その事由をしるして願い出たときは、合格証書を書き換え又は再交付する。  

（合格証明書の交付等）  

第十五条 試験認定合格者又は審査認定合格者が、その合格の証明を願い出たときは、合格証明

書（別記第六号様式によるもの）を交付する。  

２ 筆記試験合格者が、その合格の証明を申請したときは、筆記試験合格証明書（別記第七号様

式によるもの）を交付する。  

３ 一以上の試験科目について合格点を得た者（筆記試験合格者を除く。次条及び第十七条にお

いて「筆記試験科目合格者」という。）がその科目合格の証明を願い出たときは、筆記試験科

目合格証明書（別記第八号様式によるもの）を交付する。  

（手数料）  

第十六条 次表の上欄に掲げる者は、それぞれその下欄に掲げる額の手数料を納付しなければな

らない。 

上     欄 下  欄 

一 試験認定を願い出る者 一科目につき 千三百円 

二 審査認定を願い出る者 三千八百円 

三 試験認定の試験科目の全部について免除を願い出る者 八百円 

四 合格証書の書換え又は再交付を願い出る者 七百円 

五 合格証明書の交付を願い出る者 七百円 
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六 筆記試験合格証明書の交付を願い出る者 七百円 

七 筆記試験科目合格証明書の交付を願い出る者 七百円 

２ 前項の規定によつて納付すべき手数料は、収入印紙を用い、収入印紙は、各願書にはるもの

とする。ただし、行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成十四年法律第

百五十一号）第三条第一項の規定により申請等を行った場合は、当該申請等により得られた納

付情報により手数料を納付しなければならない。  

３ 納付した手数料は、これを返還しない。  

（不正の行為を行つた者等に対する処分）  

第十七条 虚偽若しくは不正の方法により資格認定を受け、又は資格認定を受けるにあたり不正

の行為を行つた者に対しては、受験を停止し、既に受けた資格認定の成績を無効にするととも

に、期間を定めてその後の資格認定を受けさせないことができる。  

２ 試験認定合格者、審査認定合格者、筆記試験合格者又は筆記試験科目合格者について前項の

事実があつたことが明らかになつたときは、その合格を無効にするとともに、既に授与し、又

は交付した合格証書その他当該合格を証明する書類を取り上げ、かつ、期間を定めてその後の

資格認定を受けさせないことができる。  

３ 前二項の処分をしたときは、処分を受けた者の氏名及び住所を官報に公告する。  

 

第五章 雑則  

 

（学士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められる者）  

第二十五条 第五条第一号及び第九条第三号イに規定する学士の学位を有する者には、次に掲げ

る者を含むものとする。  

一 旧大学令（大正七年勅令第三百八十八号）による学士の称号を有する者  

二 学校教育法施行規則（昭和二十二年文部省令第十一号）第百五十五条第一項第二号から

第八号までのいずれかに該当する者  

（短期大学士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められる者）  

第二十六条 第五条第二号及び第九条第三号ロに規定する大学に二年以上在学し、六十二単位以

上を修得した者には、次に掲げる者を含むものとする。  

一 旧大学令、旧高等学校令（大正七年勅令第三百八十九号）、旧専門学校令（明治三十六年

勅令第六十一号）又は旧教員養成諸学校官制（昭和二十一年勅令第二百八号）の規定による

大学予科、高等学校高等科、専門学校又は教員養成諸学校を修了し、又は卒業した者  

二 学校教育法施行規則第百五十五条第二項各号のいずれかに該当する者  

（修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められる者）  

第二十七条 第九条第一号に規定する修士の学位を有する者には、学校教育法施行規則第百五十

六条各号のいずれかに該当する者を含むものとする。  
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（博士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められる者）  

第二十八条 第九条第一号に規定する博士の学位を有する者には、次に掲げる者を含むものとす

る。  

一 旧学位令（大正九年勅令第二百号）による博士の称号を有する者  

二 外国において博士の学位に相当する学位を授与された者  

（専門職学位を有する者と同等以上の学力があると認められる者）  

第二十九条 第九条第一号に規定する専門職学位を有する者には、外国において専門職学位に相

当する学位を授与された者を含むものとする。  

 

附 則 （平成二一年四月三〇日文部科学省令第二二号）  

 

１ この省令は、平成二十四年四月一日から施行する。  

２  この省令の施行の日前に、改正前の博物館法施行規則（以下「旧規則」という。）第一条に

規定する博物館に関する科目（以下「旧科目」という。）の単位の全部を修得した者は、改正

後の博物館法施行規則（以下「新規則」という。）第一条に規定する博物館に関する科目（以

下「新科目」という。）の単位の全部を修得したものとみなす。  

３  この省令の施行の日前から引き続き大学に在学している者で、当該大学を卒業するまでに旧

科目の単位の全部を修得した者は、新科目の単位の全部を修得したものとみなす。  

４  この省令の施行の日前から引き続き大学に在学している者で、当該大学を卒業するまでに次

の表中新科目の欄に掲げる科目の単位を修得した者は、当該科目に相当する旧科目の欄に掲げ

る科目の単位を修得したものとみなす。 

新   科   目 単位数 旧   科   目 単位数 

生涯学習概論 二 生涯学習概論 一 

博物館概論 二 博物館概論 二 

博物館経営論 二 博物館経営論 一 

博物館資料論 二 博物館資料論 二 

博物館教育論 二 教育学概論 一 

博物館情報・メディア論 二 博物館情報論 

視聴覚教育メディア論 

一 

一 

博物館実習 三 博物館実習 三 

博物館概論 

博物館経営論 

博物館資料論 

博物館情報・メディア論 

二 

二 

二 

二 

博物館学 

視聴覚教育メディア論 

六 

一 
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博物館経営論 

博物館資料論 

博物館情報・メディア論 

二 

二 

二 

博物館学各論 

視聴覚教育メディア論 

四 

一 

５  この省令の施行の日前に、次の表中旧科目の欄に掲げる科目の単位を修得した者が、新たに

学芸員となる資格を得ようとする場合には、既に修得した旧科目の単位は、当該科目に相当す

る新科目の単位とみなす。 

旧   科   目 単位数 新   科   目 単位数 

生涯学習概論 一 生涯学習概論 二 

博物館概論 二 博物館概論 二 

博物館経営論 一 博物館経営論 二 

博物館資料論 二 博物館資料論 二 

博物館情報論 

視聴覚教育メディア論 

一 

一 

博物館情報・メディア論 二 

博物館実習 三 博物館実習 三 

博物館学 六 

 

 

博物館概論 

博物館経営論 

博物館資料論 

二 

二 

二 

博物館学 

視聴覚教育メディア論 

六 

一 

博物館概論 

博物館経営論 

博物館資料論 

博物館情報・メディア論 

二 

二 

二 

二 

博物館学各論 

 

四 博物館経営論 

博物館資料論 

二 

二 

博物館学各論 

視聴覚教育メディア論 

四 

一 

博物館経営論 

博物館資料論 

博物館情報・メディア論 

二 

二 

二 

６ この省令の施行の日前に、旧規則第六条第二項に規定する試験科目（以下「旧試験科目」

という。）の全部（試験科目の免除を受けた者については、その免除を受けた科目を除く。）

に合格した者は、新規則第六条第三項に規定する試験科目（以下「新試験科目」という。）

の全部に合格したものとみなす。 

７ この省令の施行の日前から引き続き大学に在学している者のうち次に掲げる要件のいず

れかに該当する者は、その願い出により、新試験科目の全部に合格したものとみなす。 

一 当該大学を卒業するまでに、旧試験科目のすべてについて、それらに相当する科目の

単位を大学において修得していること。 

二 当該大学を卒業するまでに、旧試験科目のうち次に掲げるもの以外のものについて、そ
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れらに相当する科目の単位を大学において修得していること。 

イ この省令の施行の日前における旧規則第七条第一項の講習等の修了により、当該科

目についての試験を免除することとされていた旧試験科目 

ロ この省令の施行の日前に受けた旧規則第六条第二項の規定による試験において、合

格点を得た旧試験科目 

８ この省令の施行の日前から引き続き専修学校の専門課程（旧規則第七条第一項の講習等

を提供していたものに限る。以下この項及び第十一項において同じ。）に在学している者

のうち次に掲げる要件のいずれかに該当する者は、その願い出により、新試験科目の全部

に合格したものとみなす。 

一 当該専修学校の専門課程を卒業するまでに、旧試験科目のすべてについて、それらに

相当する講習等を専修学校の専門課程において修了していること。 

二 当該専修学校の専門課程を卒業するまでに、旧試験科目のうち次に掲げるもの以外の

ものについて、それらに相当する講習等を専修学校の専門課程において修了しているこ

と。 

イ この省令の施行の日前に、大学において、当該科目に相当する科目の単位を修得し

ている旧試験科目 

ロ この省令の施行の日前における旧規則第七条第一項の講習等の修了により、当該科

目についての試験を免除することとされていた旧試験科目 

ハ この省令の施行の日前に受けた旧規則第六条第二項の規定による試験において、合

格点を得た旧試験科目 

９  この省令の施行の日前に、次の表中旧試験科目の欄に掲げる科目に合格した者は、当該試験

科目に相当する新試験科目の欄に掲げる科目に合格したものとみなす。 

旧試験科目 新試験科目 

生涯学習概論 生涯学習概論 

博物館学 博物館概論 

博物館経営論 

博物館資料論 

博物館学 

視聴覚教育メディア論 

博物館概論 

博物館経営論 

博物館資料論 

博物館情報・メディア論 

文化史 文化史 

美術史 美術史 

考古学 考古学 

民俗学 民俗学 
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自然科学史 自然科学史 

物理 物理 

化学 化学 

生物学 生物学 

地学 地学 

１１ この省令の公布の日前から引き続き専修学校の専門課程に在籍している者が、当該専

修学校の専門課程を卒業して新規則第十二条第一項の筆記試験合格者となった場合は、新

規則第十二条第一項の規定にかかわらず、文部科学大臣の認定を受けるに当たり、筆記試

験合格者となった後から一年間学芸員補の職にあることを要しない。 



 

- 37 - 

３ 博物館法施行規則第七条第一項に規定する学修を定める件 

（平成２１年文部科学省告示第１２８号） 

 
博物館法施行規則（昭和三十年文部省令第二十四号）第七条第一項の規定に基づき、平成八年

文部省告示第百五十号（学芸員の試験認定の試験科目についての試験を免除する講習等を指定す

る件）の全部を改正する。 

 
第一条 博物館法施行規則（以下「規則」という。）第六条に規定する試験認定の科目のうち生

涯学習概論に係る規則第七条第一項に規定する学修は、次の各号に定めるものとする。 

 

一 図書館法施行規則（昭和二十五年文部省令第二十七号）第一条に規定する図書館に関する

科目のうち生涯学習概論に係る学修 

 

二 図書館法施行規則第五条に規定する司書の講習のうち生涯学習概論に係る学修 

 

三 社会教育主事講習等規程（昭和二十六年文部省令第十二号）第三条に規定する社会教育主

事の講習のうち生涯学習概論に係る学修 

 

四 社会教育主事講習等規程第十一条に規定する社会教育に関する科目のうち生涯学習概論に

係る学修 

 

第二条 前条に規定するもののほか、規則第六条に規定する試験認定の科目に係る規則第七条第

一項に規定する学修は、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第百二十四条に規定する

専修学校の専門課程のうち修業年限が二年以上のものにおける学修その他の学修で、文部科学

大臣が当該科目の履修に相当する水準を有すると認めた学修とする。 

 

附則 

この告示は、平成二十四年四月一日から施行する。 
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４ 学芸員補の職と同等以上の職の指定（平成８年文部省告示第１５１号） 

 
博物館法（昭和二十六年法律第二百八十五号）第五条第二項及び博物館法施行規則（昭和三十

年文部省令第二十四号）第五条第二号の規定により、学芸員補の職に相当する職又はこれと同等

以上の職を次のとおり指定する。 

 

一 博物館法（昭和二十六年法律第二百八十五号）第二十九条の規定により文部科学大臣又は都

道府県の教育委員会が指定した博物館に相当する施設において同法第二条第三項に規定する博

物館資料（以下単に「博物館資料」という。）に相当する資料の収集、保管、展示及び調査研

究に関する職務に従事する職員の職 

 

二 独立行政法人国立文化財機構において文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号）第二

条第一項に規定する文化財の収集、保管、展示及び調査研究に関する職務に従事する職員の職 

 

三 文部科学省（文化庁及び国立教育政策研究所を含む。）及び国立大学法人法（平成十五年法

律第百十二号）第二条第三項に規定する大学共同利用機関法人並びに独立行政法人国立科学博

物館及び独立行政法人国立美術館において博物館資料に相当する資料の収集、保管、展示及び

調査研究に関する職務に従事する職員の職 

 

四 地方公共団体の教育委員会（事務局及び教育機関を含む。）において博物館資料に相当する

資料の収集、保管、展示及び調査研究に関する職務に従事する職員の職 

 

五 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校及び就学前の子どもに関

する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第七十七号）第二条第

七項に規定する幼保連携型認定こども園において博物館資料に相当する資料の収集、保管、展

示及び調査研究に関する職務に従事する職員の職 

 

六 社会教育施設において博物館資料に相当する資料の収集、保管、展示及び調査研究に関する

職務に従事する職員の職 

 

七 社会教育法（昭和二十四年法律第二百七号）第九条の二に定める社会教育主事の職 

 

八 図書館法（昭和二十五年法律第百十八号）第四条に定める司書の職 

 

九 その他文部科学大臣が前各号に掲げる職と同等以上と認めた職 



 

 

氏名：　　　　　　　　　　　　　 免除　　　 試験　　　

※受験資格に合わせて出願書類を確認し、太枠内にチェック✓を記入してください。

１ ２

１号 ２号 ３号 ４号 ５号

(１)
試験認定出願書類チェック票
（本紙）

以下(２)～(９)すべての項目を確認し、チェック欄に記入したか。

日付、氏名、ふりがな、生年月日、住所の記載があるか。

受験資格、受験科目に○がついているか、免除科目の記載はあるか。

受験科目に応じた収入印紙を添付しているか。
　→１科目受験につき：1,300円
　　全科目免除の場合：800円

(３)
受験資格を証明する書類
（p７参照）

当該年度以前の受験票があれば不要。
第５号受験者は、受験資格認定申請書（様式５）が必要。

所定の様式（別記２号様式）を使用しているか。

電話番号は平日日中に連絡を取ることが可能な電話番号か。

メールアドレスは英字（大文字・小文字）、数字を明確に記入したか。

出願前６月以内に交付されたものか。

改姓名をされた方で、各種証明書と現在の姓名が異なる場合は、
戸籍抄本を提出。

(６) 写真票（様式８） 出願前６月以内に撮影した無帽かつ正面上半身の写真か。

(７) 職務内容証明書（様式３） 第５号受験者で博物館等の勤務経験がない場合は不要。

大学発行の証明書や、学芸員単位修得証明書(p52)等公的なものか。

必須科目：博物館法施行規則第１条に規定された科目との対応関係が
　　　　　把握可能なものか。

選択科目：免除を希望する科目に○がついているか。
　　　　　（開封厳禁の場合は、封筒裏に自書。）

選択科目：大学の科目名と試験認定の科目名が異なる場合、当時の
　　　　　授業内容が把握可能な資料（シラバス等）を添付しているか。

(９)
返信用封筒（２枚）
（全科目免除者は１枚）

２枚とも、角型２号の封筒を使用し、140円切手を貼付、
送付先を記入したか。

試験科目免除のための証明書
（免除希望科目が無い場合は不
要）

戸籍抄本 又は 住民票の写し
（又は「住民票コード確認票」
（様式６））

履歴書（別記第２号様式）

(８)

(４)

(５)

(２)

出願書類

出願者チェック 事務局チェック

試験認定　出願書類チェック票

受験資格：第５条

試験認定受験願書
（別記第１号様式の１）

‐
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氏名：　　　　　　　　　　　　　 審査　　　

※受験資格に合わせて出願書類を確認し、太枠内にチェック✓を記入してください。

１ ２

１号 ２号 ３号 ４号

(１)
審査認定出願書類チェック票
（本紙）

以下(２)～(10)すべての項目を確認し、チェック欄に記入したか。

日付、氏名、ふりがな、生年月日、住所の記載があるか。

受験資格に○がついているか。

収入印紙を添付しているか。　→3,800円

(３)
受験資格を証明する書類
（p18参照）

当該年度以前の受験票があれば不要。
第４号受験者は、受験資格認定申請書（様式５）が必要。

所定の様式（別記２号様式）を使用しているか。

電話番号は平日日中に連絡を取ることが可能な電話番号か。

メールアドレスは英字（大文字・小文字）、数字を明確に記入したか。

出願前６月以内に交付されたものか。

改姓名をされた方で、各種証明書と現在の姓名が異なる場合は、
戸籍抄本を提出。

(６) 写真票（様式８） 出願前６月以内に撮影した無帽かつ正面上半身の写真か。

年月日は和暦で記入したか。

様式２：自身が関与した部分や内容を明確に記入したか。

(８) 職務内容証明書（様式３） 第４号受験者も提出必須。

(９) 施設概要（様式４） 設置目的や沿革、運営の重点、組織等が把握可能な資料を添付したか。

(10) 返信用封筒（２枚）
２枚とも、角型２号の封筒を使用し、140円切手を貼付、
送付先を記入したか。

-
 
4
0
 
-

出願者チェック 事務局チェック

審査認定　出願書類チェック票

受験資格：第９条

(７)
審査認定受験者調書
（様式１、様式２）

審査認定受験願書
（別記第１号様式の２）

戸籍抄本 又は 住民票の写し
（又は「住民票コード確認票」
（様式６））

履歴書（別記第２号様式）(４)

(５)

(２)

出願書類



 

 

別記第１号様式の１（用紙の大きさは日本産業規格Ａ４） 

（ 試験認定受験願書 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）1 受験資格中の該当番号を○印で囲むこと。 

     2  受験科目欄の該当欄を○印で囲むこと。 

     3  受験者は、収入印紙の消印を押さないこと

 

受   験   願   書 

                                                    年   月   日 

収 入 印 紙 

       

文部科学大臣殿 

                                    ふりがな 

                                    氏  名 

                                                   年   月   日生 

                            住  所（〒      ） 

 

 

 

下記により博物館法施行規則による学芸員の資格認定を受けたいので必要な書類を添えて願い出ます。 

  

受験資格 博物館法施行規則第 5条、第 1号 第 2号 第 3号 第 4号 第 5号に該当 

受験場所  

受
験
す
る
科
目 

生
涯
学
習
概
論 

博
物

館
概

論 

博
物
館
経
営
論 

博
物
館
資
料
論 

博
物
館
資
料
保
存
論 

博
物
館
展
示
論 

博
物
館
教
育
論 

博
物
館
情
報
・
メ
デ
ィ
ア
論 

文

化

史 
美

術

史 

考

古

学 

民

俗

学 

自
然
科
学
史 

物

理 

化

学 

生

物

学 

地

学 

       試験の免除を受けたい試験科目名         

-
 
4
1
 
- 



 

 

 

別記第１号様式の２（用紙の大きさは日本産業規格Ａ４） 

   （ 審査認定受験願書 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）1 受験資格中の該当番号を○印でかこむこと。 

2  受験者は、収入印紙の消印を押さないこと。 

 

受   験   願   書 

                                                    年   月   日 

収 入 印 紙 

       

文部科学大臣殿 

                                    ふりがな 

                                    氏  名 

                                                   年   月   日生 

                            住  所（〒       ） 

 

 

 

下記により博物館法施行規則による学芸員の審査認定を受けたいので必要な書類を添えて願い出ます。 

  

 

 

受験資格 博物館法施行規則第 9条、 第 1号  第 2号  第 3号  第 4号に該当 

        

 

 

 

-
 
4
2
 
- 
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 別記第２号様式（用紙の大きさは日本産業規格Ａ４） 

履     歴     書 

    

（ふりがな）         

 

氏 名               

性  別       男     女 

生年月日       年   月   日 

技能、免許状その他の資格 取得年月日 

住 所 

（〒      ） 

 

 

（電話番号） 

（メールアドレス） 

 

  

  

学         歴 

学   校   名 修  業  期  間 卒業（修了）（中退） 

   

   

   

   

職              歴 受験上配慮を要すること 

年 月 日 所属官庁（会社）名 職  名 備  考  
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別記第３号様式（用紙の大きさは日本産業規格Ａ４） 

 

試 験 認 定 合 格 申 請 書 

  

                                     年  月  日 

  

 文 部 科 学 大 臣 殿 

 

 博物館法施行規則第十二条第二項の規定に基づき、下記のとおり一年間学芸員補の職（博物館法

第五条第二項に規定する職を含む。）にあったことを申請しますので、学芸員資格認定の試験認定

合格者として認定していただきますようお願いします。 

  

                         氏  名 

生年月日 

                         住  所 

                         電話番号 

        

※以下所属長記載欄 

１ 在職期間等について 

在 職 期 間 職 名 
１週間当たりの 

勤務日数・時間数 
職   務   内   容 

自   年  月 

至   年  月 

   

２ 勤務先の施設について 

施設の区分 

 ア 登録博物館（博物館法第１０条）   （   年  月 登録） 

 イ 博物館相当施設（博物館法第２９条） （   年  月 指定） 

 ウ ア・イに準ずる施設         （   年  月 設置） 

常勤職員の 

勤務形態 

１週間当たり   日勤務 

１週間当たり   時間 

３ 所属長所見 

 

 

 

申請者が上記のとおり学芸員補の職に従事したことを証明する。 

    年  月  日 

           （博物館名・役職・氏名） 
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様式１（用紙の大きさは日本産業規格Ａ４） 

 

審 査 認 定 受 験 者 調 書 

令和４年７月１日現在 

№ 
ふ り が な 

氏     名 
年 齢 

受 験 資 格 

（該当号を○で囲むこと） 

 
  

博物館法施行規則第９条、 

第１号  第２号  第３号  第４号 

面接 

方式 
※いずれか希望する方式を○で囲むこと。      対面    オンライン 

専門 

分野 

※一番近い分野を○で囲むこと。該当するものがない場合はその他に記入のこと。 

博物館学  教育学  歴史  文学  美術  民俗  科学  生物  地学  

その他（            ） 

勤務先 

・職名 
 

学

位

・

学

歴

等 

 
博
物
館
関
係
の
経
験
年
数 

 

博

物

館

関

係

の

業

績 
著
書
・
論
文
・
報
告
書
等 

 

職 

務 

 

そ
の
他 
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様式２（用紙の大きさは日本産業規格Ａ４） 

 

氏 名  

 

ア 著作物等 

 （著書、論文等の別を記入） 

名   称 発表年月日 掲載誌名 概    要 

添付 

資料 

番号 

     

 

イ 講演・研究発表等 

 （講演、講義、研究発表等の別を記入） 

演   題 学会名 年月日 概    要 
添付 

資料 

番号 

     

 

ウ 展示事業等 

 （企画展示、常設展示等の別を記入） 

名   称 
実施年月日 

（期 間） 
実施場所 担当 担当作業 成  果  等 

添付 

資料 

番号 

   
主 
・ 
副 

   

 

エ その他業績 

 （活動分野を明示） 

 

 

 

注１） これらの様式を参考に、適宜工夫して記載すること。 

注２） 上下左右の余白を１５mm 程度とること。 
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様式３（用紙の大きさは日本産業規格Ａ４） 
 

職 務 内 容 証 明 書 

 勤務施設名： 

 所 在 地：〒 

 役職・氏名： 

 
上記の者は、下記のとおり勤務したことを証明する。 

記 
１ 在職期間等について 

在 職 期 間 
職 名 

（常勤・非常
勤等の別） 

１週間当た
りの勤務日
数・時間数 

職   務   内   容 

自   年   月 
至   年   月 
（  年  か月） 

 
 
（    
） 

  

 

自   年   月 
至   年   月 
（  年  か月） 

 
 
（    
） 

  

 

自   年   月 
至   年   月 
（  年  か月） 

 
 
（    
） 

  

 

自   年   月 
至   年   月 
（  年  か月） 

 
 
（    
） 

  

 

 ※令和４年７月１日までの記載とすること。 
 
２ 勤務先の施設について 

勤務先施設の区分 
※該当項目に○印を付し、

必要事項を記入すること。 

 ア 登録博物館（博物館法第１０条）  （   年  月 登
録） 
 イ 博物館相当施設（博物館法第２９条）（   年  月 指
定） 
 ウ ア・イに準ずる施設        （   年  月 設
置） 

常勤職員の勤務形態 
※常勤職員の勤務日数・時

間数を記入すること。 

１週間当たり   日勤務 
１週間当たり   時間 

 
 令和   年  月  日 
 
           （施設名・役職・氏名） 

  
（注１）「職名」欄には、発令されたとおりに職名を記入し、（ ）内に「常勤」・「非常勤」・「嘱託」等の別を

記入すること。 

（注２）「１週間当たりの勤務日数・時間数」欄には、年間を通じた１週間当たりの平均出勤日数を上段に、平均勤

務時間数を下段に記入すること。なお、病気などで長期にわたり勤務を欠いた場合は、記入にあたって注意

すること。（例：平均出勤日数「５日」、平均勤務時間数「３８時間４５分」） 

（注３）「職務内容」欄には、従事した職務内容を具体的に記入すること。 

（注４）勤務した施設が複数ある場合は、それぞれの施設毎に職務内容証明書を作成すること。 
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様式４（用紙の大きさは日本産業規格Ａ４） 

 

施 設 概 要 

 

名   称  

設 置 者 名  

設置年月日              年      月      日 設置 

施 設 

項    目 内      容 備        考 

建物延面積 （注１） ㎡  

主

な

施

設 

事務室 ㎡  

陳列室 （注２） 
延 

㎡ 
 

資料保管室 （注２

） 

延 

㎡ 

その他 

（施設名） 

 

㎡ 

 

 

職 員 

館 長 有 ・ 無  

学 芸 員 人  

学芸員補 （注３） 人  

その他の職員 人  

計 （注４） 人  

年間開館日数 日  

年間利用者数 

（   年度） 
人  

 （注１）動物園、植物園は土地面積を記入すること。 

 （注２）動物園…動物収容展示施設（延面積） 植物園…植栽園（面積） 

     水族館…展示用水槽（個数、面積）・放養、飼育池（面積） 

 （注３）相当職を含む。 

 （注４）館長を含む。 
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様式５（用紙の大きさは日本産業規格Ａ４） 

 

 

受 験 資 格 認 定 申 請 書 

 

                            年   月   日 

 

 

   文 部 科  学 大 臣  殿 

 

 

                              ふりがな 

                              氏  名 

 

                                                   年   月   日  生 

 

                              住  所（〒       ） 

 

 

    下記により、学芸員の受験資格の認定を受けたいので、必要な書類を添えて 
申請します。 

 

 

記 

 

 

受験資格     １ 試験認定     ２ 審査認定 

 

 

 （注）受験資格の認定を希望する項を○印で囲んでください。 

 

  添付資料 

  １ 履歴書（別記第２号様式により作成したもの） 

  ２ 学芸員補の職又はこれに相当する職の在職年数及び職務内容を証明する書類 

  ３ 博物館に関する経験年数及び職務内容を証明する書類 

    ４ 教育職員の職としてあつた在職年数及び職務内容を証明する書類 

  ５ その他参考となる資料 
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様式６（用紙の大きさは日本産業規格Ａ４） 

 

 

住 民 票 コ ー ド 確 認 票 

 

 

ふりがな  

氏  名  

住  所 

〒 

生年月日  明治・大正・昭和・平成      年    月    日 

性  別 男   ・   女 

住民票コード 

（11 桁の算用数

字） 

           

 

 

（注１）本様式を提出する場合は、戸籍抄本又は住民票の写しの提出は不要です。 

（注２）住民基本台帳ネットワークシステム（住基ネット）に参加していない市区町村に

お住まいの場合は、本様式を使用することができません。戸籍抄本又は住民票の

写しを必ず提出してください。 

（注３）住民票コードの確認方法については、お住まいの市区町村に直接お問い合わせく

ださい。 

（注４）本様式は、合格証書の再発行及び証明書の交付申請手続には使用できません。 
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様式７（用紙の大きさは日本産業規格Ａ４） 

 

 

都道府県教育委員会推薦書（第９条第３号関係） 

 

 

文 書 番 号 

令和  年  月  日 

 

 文化庁次長 殿 

 

 

（都道府県）教育委員会  

 

 

令和４年度学芸員資格認定（審査認定）受験者の推薦について 

 

 標記の件について、博物館法施行規則第９条第３号に該当する下記の者を推薦します。 

 

ふりがな  

被推薦者 

氏  名 
 

所 属・役 職  

該 当 事 由 

（○で囲むこ

と） 

博物館法施行規則第９条第３号 （ イ ・ ロ ・ ハ ・ ニ ） 

推 薦 理 由  
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様式８（用紙の大きさは日本産業規格Ａ４） 
 

写 真 票 
 

 
 
 
 
 
 

写真貼付欄 

 

・写真の裏には必ず氏名を記入すること。 

・写真の大きさは縦４ｃｍ×横３ｃｍ以上で、点線枠を 

超えないこと。 

 

ふりがな  

氏  名  

生年月日  明治・大正・昭和・平成      年    月    日 

住  所 

〒 

 
  

受 験 番 号 

 

（何も記入しないこと） 
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様式例（用紙の大きさは日本産業規格Ａ４） 

 

 

 

 

教 育 職 員 免 許 状 授 与 証 明 書（第５条第３号関係） 

 

 

文 書 番 号 

令和  年  月  日 

 

 

 

（都道府県）教育委員会  

 

 

免許状の番号  

免許状の種類  

教 科 等  

授与年月日  

ふ り が な 

氏 名 
 

生 年 月 日  

本 籍 地  

根 拠 規 定  
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様式例（用紙の大きさは日本産業規格Ａ４） 

 

 

勤 務 証 明 書（第５条第３号関係） 

 

 

氏  名  ○ ○ ○ ○ 

   年   月   日 生 

 

 

 上記の者は、下記のとおり勤務したことを証明する。 

 

記 

 

所属学校名  

在 職 期 間 

（在職年月） 

    年  月 ～     年  月 

（  年  月） 

職   名  

職 務 内 容  

勤 務 形 態  

 

 

令和  年  月  日 

 

 

○ ○ 学 校 長 

○ ○ ○ ○ ○ 
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様式例（用紙の大きさは日本産業規格Ａ４） 

 

 

勤 務 証 明 書（第９条第２号関係） 

 

所  属  ○○学部○○学科 

役  職  教授 

氏  名  ○ ○ ○ ○ 

   年   月   日 生 

 

 

 上記の者は、本学の○○学部○○学科において、下記のとおり博物館に関する科目（生

涯学習概論を除く。）に関し、教授の職に従事していることを証明する。 

 

記 

 

法令上の科目 本学における科目名 従 事 期 間 

博物館概論  

    年  月 ～     年  

月 

（  年  月） 

博物館経営論   

○  ○  論   

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

○ ○ 大 学 長 

○ ○ ○ ○ ○ 

（学芸員養成課程を置く大学長等が作成すること） 
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様式例（用紙の大きさは日本産業規格Ａ４） 

 

 

学 芸 員 単 位 修 得 証 明 書 

 

  年  月  学部  学科入学 

  年  月  学部  学科卒業 

 

氏   名 

   年   月   日 生 

 

 上記の者の修得単位は下記のとおりであることを証明する。 

 

令和  年  月  日 

○○大学長 ○○ ○○○  

 

記 

 

 法令上の科目名 
法令上の

単位数 
本学における科目名 

本学の 

単位数 

単位修得の有無

（修得年度） 

必 

須 

科 
目 

生涯学習概論 ２    

博物館概論 ２    

博物館経営論 ２    

博物館資料論 ２    

博物館資料保存論 ２    

博物館展示論 ２    

博物館情報・ 

メディア論 
２ 

 
 

 

博物館教育論 ２    

博物館実習 ３    

 

（注） 平成２４年度の規則改正前の科目を修得している場合、読み替えが可能な科目については、

現在の法令上の科目に読み替えたものを作成してください。 
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学芸員資格認定合格証書（書き換え・再交付）申請書 

 

 

収入印紙 

７００円     

 

                                                 令和  年  月  日 

 

  文化庁次長  殿 

 

ふりがな 

氏  名  

                              

生年月日 

 

住  所 〒  

 

電話番号 

 

 博物館法施行規則第１４条第３項に基づき，下記のとおり学芸員資格認定の合格証書の 

（書き換え・再交付）を申請します。 

 

記 

 

合格年度 昭和 ・ 平成 ・ 令和      年度 

種  別 試験認定 ・ 審査認定 ・ 無試験認定 ・ 筆記試験 

事  由 

（いずれかに○） 

 

・氏名の変更（書き換え） 

 

・合格証書の破損（再交付）   ・合格証書の紛失（再交付） 

 

・その他 

  （                            ） 
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学芸員資格認定合格証明書交付申請書 

 

 

収入印紙 

７００円     

 

                                                 令和  年  月  日 

 

  文化庁次長  殿 

 

ふりがな 

氏  名  

                              

生年月日 

 

住  所 〒 

 

 

電話番号 

 

 （ 昭和 ・ 平成 ・ 令和 ）  年度学芸員資格認定（ 試験認定 ・ 審査認定 ・ 

 無試験認定 ・ 筆記試験 ）において、合格していますので、下記の理由により合格証

明書の交付を申請します。 

 

 

 理  由： 

 

 

 

 

 

 

 

 合格証書番号： （ 昭 ・ 平 ・ 令 ）  証第   号  
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学芸員資格認定（試験認定）科目合格証明書交付申請書 

 

 

収入印紙 

７００円     

 

                                                 令和  年  月  日 

 

  文化庁次長  殿 

 

ふりがな 

氏  名  

                              

生年月日 

 

住  所 〒 

 

 

電話番号 

 

 学芸員資格認定（試験認定）において、下記科目に合格していますので、科目合格証明書

の交付を申請します。 

 

 

記 

 
 

合 格 年 度 合 格 科 目 名 

  

 

 

 

 

 



 

 

 
封 筒 記 入 例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

① 角型２号 

②  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              朱書きしてください。 

 

①角形２号（Ａ４が入るサイズ）の封筒を使用し、提出書類を折らないようにして

ください。 

②書留又は簡易書留で郵送してください。 

③封筒の裏には、住所、氏名（ふりがな付き）を記入してください。 

切 

手 

簡 

易 

書 

留 

書 
 
 

留 

又 

は 

１６０－００１７ 

東
京
都
新
宿
区
左
門
町
十
六
ー
一 

株
式
会
社
日
本
旅
行 

公
務
法
人
営
業
部
内 

学
芸
員
資
格
認
定
運
営
事
務
局 

 

行 

学
芸
員
資
格
認
定
（
試
験
認
定
） 

又
は
（
審
査
認
定
）
出
願
書
類
在
中 



 

 

令和４年度学芸員資格認定（試験認定・審査認定）会場 

 
● 試験認定 ： 令和４年１２月７日（水）・１２月８日（木）・１２月９日（金） 

● 審査認定 ： 令和５年１月１７日（火）・１月１８日（水）・１月１９日（木） 

（審査認定について、面接審査実施日は上記のいずれか１日の予定） 

  ● 会 場 ： 国立教育政策研究所 社会教育実践研究センター 

 

 （注）会場には駐車場がありませんので、公共交通機関を利用してください。 


